
　本契約書末尾の署名欄に記載された組合員は、中小企業等に対する投資事業を行うため、以下の契約条項に従い、中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律第3条第1項に掲げる中小企業等投資事業有限責任組合契約を締結した。

第1章　総   則
第1条
定   義

本契約において、下記の用語は、文脈上それ以外の意味を有する場合を除き、以下の意味を有するものとする。
「監査人」
公認会計士 ○○○○及び／又は無限責任組合員が同人に代え又は同人に加えて適宜選任し、その旨組合員に通知したその他の監査法人又は公認会計士。
「組合員」
第5条に組合員として規定する者及び第33条の規定に従い組合員として加入した者（但し、脱退し又はその地位を譲渡した組合員を除く）。
「組合口座」
本組合の事業のためにのみ利用される○○銀行△▲支店銀行に開設された本組合名義の普通預金口座（口座番号********）又は無限責任組合員が随時開設し組合員に通知した本組合名義のその他の銀行口座。
「組合財産」
出資金並びにこれを運用して取得した投資証券、工業所有権及び著作権等その他財産で本組合に帰属すべきもの。
「公開会社」
その発行する株式が、証券取引法（昭和23年法律第25号）第2条第11項に規定する証券取引所若しくはこれに類似するものであって外国に所在するものに上場され、又は同法第75条第1項の店頭売買有価証券登録原簿若しくはこれに類似するものであって外国に備えられるものに登録された株式会社又は外国法人。
「出資金回収時」
その名目の如何を問わず、各組合員に対する分配額（現物分配の場合はその分配時評価額）の累計金額が各組合員の出資履行金額に満つる時。
「出資約束金額」
各組合員において第9条に基づき本組合に出資することを合意した金額。
「出資履行金額」
出資約束金額のうち第9条の規定に従い出資の履行として現実に払込まれた金額の総額。
「投資会社」
本組合が取得し又は取得する有価証券を発行した会社及び本組合が取得し又は取得する工業所有権又は著作権を保有していた会社。
「投資証券」
投資会社が発行した有価証券で、本組合が取得したもの。
「中小企業等」
中小企業者（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第2条各号に掲げるものをいう。）に該当する株式会社その他の株式会社であって次の各号のいずれかに該当するもののうち、証券取引法（昭和23年法律第25号）第2条第11項に規定する証券取引所に上場されておらず、かつ、同法第75条第1項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない株式を発行する株式会社。
(i)  資本の額が5億円以下のもの
(ii) 常時使用する従業員の数が1,000人以下のもの
(iii)最終の貸借対照表の負債の部に計上した金額の合計額が200億円以下のもの
(iv) 前事業年度において試験研究費その他法人税法施行令第14条第1項第5号に規定する開発費の合計額の総収入金額から固定資産又は法人税法第2条第22条に規定する有価証券の譲渡による収入金額を控除した金額に対する割合が100分の3を超えるもの又は設立の日以後1年を経過していないものであって、常勤の研究者の数が2人以上であり、かつ、当該研究者の数の常勤の役員及び従業員の数の合計に対する割合が10分の1以上であるもの
「払込日」
無限責任組合員が決定し、第9条第3項の規定に従いその旨組合員に通知した日。
「分配時評価額」
投資証券を現物により分配する場合における当該投資証券の分配時の評価額。なお、かかる分配時の評価額は、(i)当該投資証券の発行会社が公開会社である場合、分配の日に先立つ5連続取引日（分配の日を含まない。）における最終価格の平均値（分配の日に先立つ5連続取引日がない場合、分配の日に先立つ全ての取引日（分配の日を含まない。）における最終価格の平均値）とし、(ii)当該投資証券の発行会社が公開会社ではない場合、第26条第1項第2号の規定に従い、無限責任組合員が３分の２以上の組合員の承認を得て、当該投資証券の分配時の時価として定めた価額とする。
なお、本条において、「最終価格」とは、当該投資証券に関し証券取引所における最終売買値若しくは日本証券業協会により公表される最終売買値又は外国の取引所若しくは店頭市場におけるこれらに準ずる価格とし、「取引日」とは、当該投資証券にかかる証券取引所が営業している日若しくは日本証券業協会により運営される店頭市場が開設されている日又は外国におけるこれらに準ずる日とする。但し、最終価格がない取引日についてはかかる日を当該計算上除外するものとする。
「無限責任組合員」
○○○○及び同人の後任者として本契約第33条第4項に基づき選任された者。
「持分金額」
各組合員について、その出資履行金額に、事業年度毎に第25条の規定により当該組合員に帰属すべき損益を加減し、当該組合員に対し第26条の規定により分配された金銭又は投資証券の価額を減じた金額。
「有限責任組合法」
中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律

第2条
組合契約の締結
1. 組合員は、中小企業等に対する投資事業を行うため、以下の条項に従って有限責任組合法第3条第1項に掲げる中小企業等投資事業有限責任組合契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
2. 本契約に別段の定めがある場合を除き、本組合は、有限責任組合法の規定の適用を受けるものとする。

第3条
名    称
本組合の名称は、「批評空間 投資事業有限責任組合」とする。

第4条
所 在 地
1. 本組合の事務所の所在地は、千葉県○○市▲▲△１－２－３とする。
2. 無限責任組合員は、組合員に対し事前に書面による通知を行うことにより、本組合の事務所の所在地を変更することができる。

第5条
組 合 員
組合員は、無限責任組合員及び有限責任組合員をもって構成されるものとし、組合員の氏名又は名称及び住所並びに無限責任組合員と有限責任組合員との別は、本契約添付別紙１に記載の通りとする。

第6条
組合の事業
組合員は、本組合の事業として、共同で次に掲げる事業を行いその投下資本を回収することをその目的とすることを約する。
(i)
株式会社批評空間（２００１年３月設立予定）に対する次の投資

1 株式会社批評空間の設立に際して発行する株式の取得及び保有。

2 株式会社批評空間の発行する株式、転換社債（転換により発行された株式を含む。以下、本条において同じ）又は新株引受権付社債の取得及び保有。
3 株式会社批評空間の所有する工業所有権又は著作権の取得及び保有（これらの権利に関して利用を許諾することを含む。）
4 株式会社批評空間に対して経営又は技術の指導を行う事業
(ii) 株式会社批評空間以外の中小企業等（以下、本条においては「中小企業等」という）の設立に際して発行する株式の取得及び保有
(iii)
中小企業等の発行する株式、転換社債又は新株引受権付社債の取得及び保有
(iv)
前2号の規定により本組合がその株式、転換社債又は新株引受権付社債を保有している株式会社（中小企業等を除く。次号において同じ。）の発行する株式、転換社債又は新株引受権付社債の取得及び保有
(v)
中小企業等又は前号の株式会社の所有する工業所有権又は著作権の取得及び保有（これらの権利に関して利用を許諾することを含む。）
(vi)
前(i)ないし(iii)の各号の規定により本組合がその株式、転換社債又は新株引受権付社債を保有している株式会社又は前号の規定により工業所有権又は著作権を取得した株式会社に対して経営又は技術の指導を行う事業
(vii)次に掲げる事業であって、①の規定による取得及び②の規定による出資の価額の合計額の組合員の持分金額の合計額に対する割合が１００分の５０に満たない範囲において行うもの
1 外国法人であって、その発行する株式が証券取引法第2条第11項に規定する証券取引所及びこれに類するものであって外国に所在するものに上場されておらず、かつ、同法第75条第1項の店頭売買有価証券登録原簿及びこれに類似するものであって外国に備えられるものに登録されていないものの発行する株式、転換社債、新株引受権付社債又はこれらに類似するものの取得及び保有
2 組合又は外国に所在する組合に類似する団体に対する出資
(viii)本組合契約の目的を達成するため、次に掲げる方法により行う業務上の余裕金の運用
1 銀行その他の金融機関への預金又は郵便貯金
2 国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債券をいう。）又は銀行その他の金融機関の発行する債券の取得
3 特別の法律により設立された法人の発行する債券（前号に規定する債券に該当するものを除く。）の取得
4 信託業務を営む銀行又は信託会社への金銭信託
5 証券投資信託又は貸付信託の受益証券の取得
6 次に掲げる証書をもって表示される金銭債権の取得
1 譲渡性預金証書
2 証券取引法第2条第1項第8号に掲げる約束手形
7 外国の政府若しくは地方公共団体、国際機関、外国の政府関係機関（その機関の本店又は主たる事務所の所在する国の政府が主たる出資者となっている機関をいう。）、外国の地方公共団体が主たる出資者となっている法人又は外国の銀行その他の金融機関が発行し、又は債務を保証する債券の取得

第7条
組合契約効力発生日及び組合の存続期間
1. 本組合の組合契約の効力は、２００１年２月１５日をもって発生するものとする。
2. 本組合の存続期間は、前項に定める日より１０年間とする。

第8条
登記
1. 無限責任組合員は、有限責任組合法第17条の規定に従い、本組合の事務所の所在地において組合契約の登記をするものとする。
2. 前項に定める登記事項に変更が生じた場合、無限責任組合員は、有限責任組合法第20条の規定に従い、変更の登記をするものとする。

第2章　出    資
第9条
出    資
1. 本組合の出資一口の金額は、５０万円とする。
2. 組合員は、本条の規定に従い、各自の出資約束金額を本組合に出資する。組合員の各自の出資約束金額は、別紙1に記載された各自の口数の合計金額相当額とする。
3. 組合員は、各々、２００１年２月末日までに、別紙１記載の各口数による各自の出資の合計金額相当額を組合口座に払込むものとする。

第10条
追加出資及び出資金の払戻
1. 組合員全員が同意した場合を除き、組合員は、本章に規定する出資義務以外に、本組合に対し出資をなす義務を負うものではない。但し、第27条に規定する場合はこの限りではない。
2. 第26条に基づく組合財産の分配による場合を除き、その理由の如何を問わず、本契約期間中、出資履行金額を払戻すことはない。

第11条
出資払込の遅滞
1. 第9条に規定する出資払込を遅滞した組合員は、払込日の翌日から無限責任組合員の請求にかかる金額の全額が払込まれた日までの期間につき、本組合に対し当該金額の未払込残高に対して年１４%の割合で計算した遅延損害金を支払うものとする。
2. 第9条に規定する出資払込を遅滞した組合員は、当該払込の遅滞により本組合又は他の組合員が被った一切の損害を賠償する責任を負うものとする。
3. 組合員は、他の組合員の出資払込の遅滞を理由に、自己の出資払込を拒絶することはできない。

第3章　組合業務の執行
第12条
無限責任組合員の権限
1.
無限責任組合員は、第6条に規定する本組合の事業の遂行のため、本組合の名において下記の事項その他本組合の業務を執行し、裁判上及び裁判外において本組合を代表するものとする。
①
組合財産の運用、管理及び処分
②
投資証券に関する議決権の行使
③
本組合の業務執行としての工業所有権又は著作権の取得及び保有（これらの権利に関して利用を許諾することを含む。）
④
本組合の業務執行として投資会社に対する経営又は技術の指導
⑤
本組合の業務上必要な公認会計士、弁護士、税理士等の選任及び依頼
⑥
組合財産の分配及び組合持分の払戻に関する事項
⑦
会計帳簿及び記録等の作成及び保管等本組合の会計に関する事務
⑧
本組合の事業に関し発生した本組合の負担すべき費用、経費及び報酬等債務の支払に関する事項
⑨
その他本組合の目的達成のため必要な一切の事項
2.
無限責任組合員は、本組合の必要経費の支弁のため、本組合のために組合員各自の出資約束金額より出資履行金額を減じた金額の合計額の２０％を限度として金銭の借入を行うことができる。
3.
組合財産の運用に関する事項を除き、無限責任組合員は、必要に応じ、２分の１以上の有限責任組合員の同意を得て、自ら適当と認める者に本組合の事務の全部又は一部を委任又は準委任することができる。
4.
無限責任組合員が第1項に掲げる事業以外の行為を行った場合、組合員はこれを追認することができない。

第13条
無限責任組合員の注意義務
無限責任組合員は、本組合の目的に従い善良なる管理者の注意をもってその業務を執行するものとする。

第14条
有限責任組合員の権限
1. 有限責任組合員は、本組合の業務を執行し又は本組合を代表する権限を一切有しないものとする。
2. 有限責任組合員の何れかが第12条の規定に反し投資証券について議決権を行使した場合において、他の組合員は当該議決権の行使を追認することができない。
3. 有限責任組合員は、無限責任組合員に対し予め書面によりその旨通知をなした上で、無限責任組合員の営業時間内において、第21条第3項に規定する会計帳簿及び記録の閲覧又は謄写をなすことができる。
4. 有限責任組合員は、無限責任組合員に対し予め書面によりその旨通知をなした上で、自らの費用（組合の共益費用となる場合はこの限りではない。）で選任した監査法人又は／公認会計士に本組合の財産状況及び業務執行状況を監査させることができるものとする。
5. 有限責任組合員は、随時、無限責任組合員に対し、書面で、本組合の財産状況及び業務執行状況につき質問することができる。かかる場合、無限責任組合員は３０日以内に適切な方法で当該質問に答えるものとする。
6. 第1項の規定に拘らず、有限責任組合員による本条第3項ないし前項、第15条第2項及び第3項、第16条第3項、第19条第1項但書及び第6項並びに第26条第1項の規定に基づく権限の行使は、本組合の業務執行に該当しないものとする。

第15条
組合員集会
1. 無限責任組合員は、第22条第1項の規定に従い組合員に対し財務諸表等を送付した後速やかに（但し、遅くとも毎事業年度終了後９０日以内に）、組合員集会を招集するものとする。
2. ３分の２以上の有限責任組合員からの請求があったとき又は無限責任組合員が適宜必要と判断したときは、無限責任組合員は全組合員に対し、書面による３０日以上の事前の通知を行い組合員集会を招集するものとする。
3. 組合員集会において無限責任組合員は、本組合の運営及び組合財産の運用につき報告するものとし、組合員は無限責任組合員に対しそれらにつき意見を述べることができる。

第16条
利益相反
1. 組合員は、(i)本組合の事業と同種又は類似の事業を行うこと、又は、(ii)本組合の事業と同種又は類似の事業を目的とする他の組合若しくは会社の組合員、無限責任社員、株主又は取締役となることができる。但し、無限責任組合員については、本組合の事業に投下した金額が出資約束金額の合計額の３分の２以上となる時又は本組合の組合契約の効力が発生した日より５年が経過する時のいずれか早い時までの間は、組合員全員の事前の承認を得ることなく、(i)本組合の事業と同種又は類似の事業を行うこと、及び(ii)本組合の事業と同種又は類似の事業を目的とする他の組合若しくは会社の組合員、無限責任社員、株主又は取締役となることはできない。
2. 有限責任組合員は自己又は第三者のために本組合と取引をすることができる。
3. 無限責任組合員は、自己又は第三者のために本組合と取引をすることができない。但し、３分の２以上の組合員の事前の承認を得た場合はこの限りではない。この場合、無限責任組合員は、組合員に対し、予め書面により当該取引の対象となる有価証券の内容及び取引価額又は工業所有権若しくは著作権の内容及びその取引価額等当該取引の内容を通知し、本項に定める組合員の承認を得るものとする。
4. 本組合の無限責任組合員若しくは本組合と同一の無限責任組合員ないし業務執行組合員を有する組合又はそれらの関係者が、本組合に類似する業務から生じ得る投資機会を得た場合、無限責任組合員は、(i)無限責任組合員が本組合と同種の事業に従事している場合は、無限責任組合員が投資する当該投資機会の７０％を控除した残額に対し、また(ii)無限責任組合員が本組合と同種の事業に従事していない場合は、その全額に対し、本組合員の無限責任組合員がその業務を執行する地位にある他の組合又はその他の団体もしくは組織の間で、それらによる運用資産の額及び本組合財産の額により按分した割合により、投資を行うものとする。

第4章　組合員の責任
第17条
組合債務に対する対外的責任
1. 本組合の債務は、無限責任組合員が組合財産をもって弁済するものとする。但し、組合財産をもって本組合の債務の全額を弁済することができない場合、無限責任組合員は、本組合の債務に関しその出資をなした組合財産のほか自らの固有財産をもって弁済するものとする。
2. 第27条に規定する場合を除き、有限責任組合員は、本組合の債務に関しその出資をなした組合財産をもってする以外に何らの責任も負わないものとする。

第18条
組合財産による補償
1. 組合員が第三者から、本組合の事業に関して、請求その他何らかの権利の主張を受けた場合、組合員は直ちにその旨を無限責任組合員に通知するものとする。無限責任組合員は、かかる通知受領後速やかに、組合員が、かかる請求ないし権利の主張を直接に受けることがないようにするために必要な措置をとるものとし、組合員は無限責任組合員の措置に協力するものとする。
2. 組合員が自らの固有財産をもって本組合の債務を弁済した場合のほか、本組合の事業に関し費用を負担し又は損害を被った場合、本組合財産より補償を受けることができる。但し、組合員の責に帰すべき事由に基づくときはこの限りではない。

第5章　組合財産の運用及び管理
第19条
組合財産の運用
1. 組合財産を本契約第6条2号以下に掲げる目的のために運用する場合、無限責任組合員は、事前に作成し、組合員に送付した投資ガイドラインに従い、組合財産のうち第3項に定める部分を控除した部分をその目的のために運用するものとする。但し、無限責任組合員は、本組合において既に投資証券を取得している投資会社に対し追加投資（既に投資契約を締結しているものを除く。）を行う場合、事前に有限責任組合員に対しその旨を通知するものとする。有限責任組合員は当該追加投資について意見を述べることができる。
2. 組合財産を本契約第6条2号以下に掲げる目的のために運用する場合、無限責任組合員は、投資証券を取得する際、当該投資会社との間で、事前に作成し、組合員に送付した投資約款規定事項を規定した投資約款を締結するものとする。
3. 無限責任組合員は、業務上の余裕金を、本契約第6条8号に掲げる方法により運用するものとする。
4. 第1項から第3項に定める他、投資の時期及び方法、転換社債の株式への転換請求及び新株引受権の行使等組合財産の運用に関する事項は全て、無限責任組合員の裁量により行われるものとする。
5. 投資証券を取得した場合、無限責任組合員は、各組合員に対し、遅滞なく、当該投資会社の発行する有価証券の状況、当該投資会社の事業の状況、当該投資証券の取得の理由及びその保管に関する事項その他適切と考える事項を書面により通知するものとする。
6. 有限責任組合員は、無限責任組合員に対し、投資証券の選定その他組合財産の運用について意見を述べることができる。

第20条
組合財産の管理
1. 無限責任組合員は、組合財産に属する全ての有価証券を組合保護預り口座に預託して保管するものとする。但し、無限責任組合員は、自ら必要と認める場合に保管のため適切と考えるその他の方法で保管することができる。
2. 無限責任組合員は、組合財産として有価証券を取得した場合、速やかに、名義の変更その他の対抗要件具備のために必要な手続を行うものとする。
3. 組合財産に属する現金の受領、保管及び支出は、全て組合口座において行うものとする。
4. その他組合財産の管理に関する事項は、無限責任組合員が適切と考える方法で行うものとする。

第6章  会計
第21条
会    計
1. 本組合の事業年度は、毎年７月１日から翌年６月３０日までとする。但し、初年度は第7条に定める組合契約の効力発生日から２００１年６月３０日までの期間とする。
2. 無限責任組合員は、中小企業等投資事業有限責任組合会計規則に定めるところに従い会計処理を行うものとする。
3. 無限責任組合員は、本組合の事業に属するあらゆる取引に関する正確な会計帳簿及び記録を作成し、保管するものとする。

第22条
財務諸表等の作成及び組合員に対する送付
1. 無限責任組合員は、組合員に対し、事業年度毎に、中小企業等投資事業有限責任組合会計規則に定めるところに従い、その事業年度の貸借対照表、損益計算書及び業務報告書並びにそれらの附属明細書（本契約において、「財務諸表等」という。）を作成し、監査人による一般に公正妥当と認められる監査基準に従った監査（業務報告書及び附属明細書については会計に関する部分に限る）を経た後、その事業年度終了後3月以内に、監査に関する意見書の写しとともに当該財務諸表等を送付するものとする。
2. 無限責任組合員は、前項の附属明細書において、本組合が投資勘定において保有する投資証券について、別紙２「投資資産時価評価準則」に定めるところに従い、各事業年度期末時点における評価額を記載するものとする。
3. 無限責任組合員は、毎事業年度の上半期終了後、速やかに当該上半期の中間貸借対照表、中間損益計算書及び半期業務報告書並びにそれらの附属明細書を作成し、組合員に送付するものとする。
4. 第1項に基づき各組合員に対し本組合の財務諸表を送付する場合、同時に、(i)収益、費用、資産及び負債等を組合持分の割合に応じて分割し、当該組合員に帰属すべき収益、費用、資産及び負債等に基づいて作成した当該組合員用の財務諸表を送付するものとする。
5. 無限責任組合員は、第1項に定める財務諸表等をその監査に関する意見書とともに5年間主たる事務所に備え置くものとする。

第7章　投資会社の育成
第23条
投資会社の育成
無限責任組合員は、本組合の目的達成のため、その裁量により適切と考える方法により、投資会社に対する経営又は技術の指導を行うものとする。

第8章　組合財産の持分と分配
第24条
組合財産の所有権帰属
1. 組合財産は組合員の共有とし、各組合員は、各自の持分金額の按分割合による組合持分を有する。
2. 組合員は、組合の清算前に組合財産の分割を請求することができない。

第25条
損益の帰属割合
各事業年度末において、本組合の事業の結果生じた損益は、有限責任組合員の持分金額が零を下回らない限り、各組合員の出資履行金額の割合に応じて各組合員に帰属するものとする。但し、出資履行金額に応じて本組合の損失を帰属させた結果、有限責任組合員の持分金額が零を下回る場合、かかる損失は、全て無限責任組合員に帰属させるものとする。前文の規定に従い損失が無限責任組合員に帰属した結果その持分金額が零を下回ることとなった場合、無限責任組合員の持分金額が零以上とらない限り本組合の利益は全て無限責任組合員に帰属する。

第26条
組合財産の分配
1.
第27条の規定により認められる範囲において、無限責任組合員は、以下に定めるところに従い、各組合員及び第36条の規定に従い脱退した組合員に対し、各組合員についてはその持分金額、第36条の規定に従い脱退した組合員については当該脱退した組合員の脱退当時の持分金額の割合に応じ、組合財産の分配を行うものとする。
①
投資会社が公開会社となった場合、無限責任組合員は、その裁量に従い、(i)当該投資会社の発行する投資証券を売却したときは、直ちに、当該投資証券の売却代金から、売却に要した費用及び公租公課、並びに第30条に規定する成功報酬の額を控除した残額を分配し、又は(ii)当該投資会社の発行する投資証券を現物で分配することを決定したときは、直ちに、当該投資証券の分配時評価額の合計に相当する価額より分配に要する費用及び第30条に規定する成功報酬の額を控除した価額について、当該投資証券を現物により分配するものとする（無限責任組合員は、成功報酬が現金で支払われるときは、分配される投資証券の一部を売却することができるものとし、当該売却に係る投資証券を控除した後の当該投資証券を組合員に対し分配するものとする。）。なお、無限責任組合員は、その裁量により、相当と認める端数調整を行うことができる。
②
投資会社が公開会社となっていない場合、無限責任組合員は、当該投資会社の発行する投資証券を現金及び現物により分配することはできない。但し、無限責任組合員が、その裁量に従い、当該投資証券を売却の上売却代金を分配し、又は現物により当該投資証券を分配する方が組合員の利益になると判断した場合はこの限りではない。この場合、無限責任組合員は、組合員に対し、(i)当該投資証券の売却代金を分配しようとするときは、その売却予定額を、(ii)当該投資証券を現物で分配しようとするときは、無限責任組合員がその裁量により選任した専門家が分配時の時価として定めた価額を参考として定めた当該投資証券の分配時評価額を記載した書面により当該投資証券の分配の適否を通知し、３分の２以上の組合員の承認を得るものとする。本号但書による分配の方法については前号の規定を準用する。
2.
本条により組合員に対し分配を行う場合、無限責任組合員は、各組合員に対し、遅滞なく、その分配にかかる現金又は投資証券の明細（投資証券を現物で分配する場合、当該投資証券の分配時評価額を含む。）、当該投資会社の事業の状況、当該分配の理由その他適切と考える事項を、書面により通知するものとする。
3.
本条の規定に基づき分配された組合財産は、分配をした日の翌日から各組合員の固有財産になるものとする。
4.
無限責任組合員は、分配後に生じた当該分配にかかる財産の価額の変動に関し、その理由の如何を問わずいかなる責任も負わないものとする。
5.
投資証券より発生した配当（株式の無償交付、株式配当及び株式分割を含む。）及び利息、本組合が保有する工業所有権及び著作権の利用許諾に基づく収益その他の収益（以下、「その他の収益」という。）は、すべて組合財産に帰属するものとし、その都度、組合員に対する分配を行うことを要しない。第27条の規定により認められる範囲において、無限責任組合員は、各事業年度終了後、当該事業年度の「その他収益」のうち直ちに分配可能な財産について、その裁量により適切と考える部分を、各組合員に対しその持分金額の割合に応じ、分配を行うものとする。
6.
本契約に明文の定めがある場合を除き、事由の如何を問わず、本組合は解散前に組合財産を分配することができない。

第2７条　分配制限
1. 第26条の規定に拘らず、無限責任組合員は、分配時における純資産額を超えて組合財産の分配を行うことができない。なお、本項において、「分配時における純資産額」とは、(i)直近の事業年度末における貸借対照表上の純資産額より、(ii)当該分配時の属する会計年度の期初から分配時までの間の①分配がなされた金銭の額及び／又は②現物により分配された投資証券の分配時評価額を控除して得られた金額を意味するものとし、本項の分配時における純資産額の算定に際し未実現利益は算入しないものとする。
2. 有限責任組合員は、貸借対照表上の純資産額を超えて分配を受けた場合は、当該分配を受けた金額の範囲内において、組合の債務を弁済する責に任ずる。但し、分配の日から5年の期間が経過した場合、この限りではない。純資産額を超えて行われた分配が投資証券により行われた場合、無限責任組合員が本組合の費用で選任した鑑定人による当該投資証券の公正な評価額に基づき、本項に規定する有限責任組合員の責任の額を算定するものとする。
3. 第1項の規定に違反して組合員に対し分配された現金又は現物の相当額の範囲内において、無限責任組合員は、本組合に対し、自ら分配を受けた組合財産並びに第30条及び第39条第2項に規定する報酬を返還しなければならない。

第28条
公租公課
1. 本組合の事業に関し各組合員に課される公租公課は各組合員の負担とし、組合財産により支払われない。但し、投資証券の処分に伴い課される有価証券取引税及びこれに準ずる公租公課は、各組合員がその持分金額の割合に応じて負担するものである限り、組合財産から支払われるものとする。
2. 本組合の事業に関し組合員が当該組合員に対し適用される税法に基づき管轄権を有する政府若しくはその機関により、資料、書類、証明書その他必要とされる物件の提出を求められた場合、無限責任組合員は、必要とされるあらゆる物件を当該組合員の要求する様式で作成し、当該組合員に送付するものとする。但し、無限責任組合員は、かかる物件の作成及び送付に要する費用を、その裁量により適切と考える方法で、当該組合員に負担させることができるものとする。
3. 組合員が正当な事由なく本組合の事業に関し各自が負担すべき公租公課を滞納した場合、無限責任組合員は、その裁量により、本契約第26条に基づく分配を行うに際し、当該組合員に分配すべき財産の中から当該滞納額に相当する現金又は現物を控除し、当該組合員に代わり当該公租公課を支払うことができるものとする。無限責任組合員は、その裁量により適切と考える方法により分配すべき財産を換価することができ、かかる換価の結果につきいかなる責任も負わないものとする。

第9章　費用及び報酬
第29条
費    用
1.
次に掲げる費用その他本組合の事業に関連して発生した費用は、すべて組合財産より支払われるものとする。
① 
無限責任組合員が負担する本組合の設立に関する費用（書類作成費、弁護士、公認会計士等の報酬を含む。但し、本組合出資金総額の１０%相当額とみなし、これを超える金額は無限責任組合員の負担とする。）
② 
組合財産に属する投資証券の取得及び処分に係る費用
③ 
次の(a)ないし(b)に規定する費用
(a) 
第12条に従い本組合が負担する費用
(b) 
第21条に規定する会計帳簿その他会計記録の作成費用
(c) 
第22条に規定する財務諸表等の作成費用
(d) 
第22条に規定する中間貸借対照表、中間損益計算書及び半期業務報告書並びにそれらの附属明細書の作成費用
④ 
第22条に規定する監査人の監査費用
⑤ 
保護預り口座の保管料
⑥ 
投資証券に関する権利行使に係る費用
⑦ 
無限責任組合員の取締役又は従業員が投資会社の取締役に就任した場合における当該取締役の役員賠償責任保険の保険料
2.
無限責任組合員が、本組合の業務に関し、本組合の負担すべき費用等を支出した場合、本組合に対し求償できるものとする。

第30条
無限責任組合員に対する報酬
1. 無限責任組合員は、本組合の業務執行に対する報酬として、本条第2項に定める管理報酬及び本条第3項に定める成功報酬を、組合財産から受領するものとする。
2. 無限責任組合員は、管理報酬として、四半期毎に前払いで、当該四半期の期初における組合財産の価額の１%を上限とする現金を受領するものとする。本項において、四半期の期初における組合財産の価額とは当該四半期の前の直近の日現在の第22条第1項に規定する貸借対照表又は同条第3項に規定する中間貸借対照における組合財産の純資産額とする。
3. 各組合員に対する分配額の累計金額が各組合員の出資履行金額に達した場合、無限責任組合員は、成功報酬として、当該分配にかかる投資証券の売却価額又は現物による分配における分配時評価額の１０％を上限とする当該投資証券及び／又は現金を受領するものとする。

第10章　組合員の地位の変動
第31条
持分処分の禁止
組合員は、組合財産に対する共有持分を、裁判上及び裁判外の事由の如何を問わず、譲渡、質入れその他一切処分することができない。組合員がなした共有持分の処分は無効とし、本組合はかかる処分に関し譲受人その他第三者に対していかなる義務も負わない。

第32条
組合員の地位の譲渡
1. 有限責任組合員は、無限責任組合員の書面による承諾がある場合（無限責任組合員は、合理的な理由なくかかる承諾を拒絶することはできない。）を除き、その組合員たる地位を譲渡することができない。但し、無限責任組合員又は他の有限責任組合員に対しその組合員たる地位を譲渡するときはこの限りではない。この場合、本項に定める無限責任組合員の承諾があるものとみなす。
2. 出資一口に相当する組合員たる地位は不可分とし、前項に定める組合員たる地位の譲渡は、出資一口を単位としてのみ行うことができる。
3. 本条に基づき、組合員たる地位の譲渡を受けた者は、譲渡の日をもって、組合員として本組合に加入するものとし、かかる地位の譲渡をなした有限責任組合員の本契約に基づく一切の権利義務を承継する。
4. 無限責任組合員は、他の組合員の全員の同意がある場合を除きその組合員たる地位を譲渡することができない。

第33条
組合員の加入及び脱退
1. 無限責任組合員は、予め有限責任組合員の全員に通知することにより、新たに組合員を本組合に加入させることができる。

2.
組合員は、やむを得ない理由のある場合に限り、本組合を脱退することができる。本項に基づき脱退する組合員は、有限責任組合員である場合は無限責任組合員に対し、無限責任組合員である場合は有限責任組合員の全員に対し、３０日以上前に、その理由を記載した書面による通知をなすものとする。
3.
前項に定める場合のほか、組合員は、次の事由により脱退する。
①
解散（但し、合併による解散を除く。）
②  破産
③
第35条の規定による除名


4.
無限責任組合員が前二項の規定に基づき脱退した場合、その事由が生じた日から2週間以内であって解散の登記をする日までに、有限責任組合員は、その全員一致により、組合員の中から後任の無限責任組合員を選任するものとする。
5.
前項の規定に基づき、脱退した無限責任組合員の後任として無限責任組合員に選任された組合員は、当該選任以前に生じた責任を負担しないものとし、脱退した無限責任組合員がかかる責任を負担するものとする。

第34条
組合員の死亡及び禁治産
1. 自然人である組合員が死亡した場合、その相続人が当該組合員の地位を承継するものとする。他の組合員はこれを拒むことができない。本項において相続人が複数ある場合、遅滞なくその一人を当該相続人の代理人として定め無限責任組合員に対しその旨書面により通知しなければならない。
2. 自然人である組合員が禁治産宣告を受けた場合、その法定代理人が当該組合員の地位を代理するものとする。

第35条
組合員の除名
1.
組合員に以下の事由がある場合、無限責任組合員は、過半数の有限責任組合員の同意を得て当該有限責任組合員を、また、有限責任組合員は、その全員一致により当該無限責任組合員を除名することができる。
①
第9条の規定に従った出資の払込義務を履行しない場合
②
正当な事由なく、本組合に対しその業務を妨害する等重大な背信行為を為した場合
③
その他本契約上の重大な義務に違反した場合
2.
前項の規定は、除名により脱退した組合員に対する損害賠償請求を妨げるものではない。

第36条
脱退組合員の持分及び責任
第33条第2項又は第3項の規定により脱退した組合員に対しては、脱退の当時における当該組合員の持分金額を払戻すものとする。但し、無限責任組合員は、第26条の規定に従い、他の組合員に対し分配を行う都度、現金又は投資証券の現物をもって持分金額の払戻に充てるものとする。

第37条
組合員の地位の変動の通知
1. 組合員は、自己に関し本章に規定する地位の変動があった場合、速やかに無限責任組合員に書面で通知するものとする。
2. 無限責任組合員は、前項の通知があった場合、遅滞なく当該地位の変動を他の組合員に通知するものとする。

第11章　解散及び清算
第38条
解    散
1.
本組合は、下記の事由がある場合に限り、解散するものとする。
①
本組合の存続期間の満了
但し、本組合の存続期間の満了以前においても、無限責任組合員がその裁量により本組合が第6条に定める本組合の事業の目的を達成し、又は達成することが不能に至ったと判断した場合及び無限責任組合員がその裁量により過半数の有限責任組合員の同意を得て決定した場合にも解散する。
②
有限責任組合員の全員の脱退
③
２分の１以上の組合員との関係で本契約が無効とせられ又は取消された場合
④
無限責任組合員が脱退した後、その事由が生じた日から2週間以内であって解散の登記をする日までに、有限責任組合員の全員一致により、後任の無限責任組合員が組合員の中から選任されない場合
⑤
有限責任組合員の全員一致により解散が決定された場合
2.
組合員が解散前に本組合に対し負担していた債務は、解散によってその効力に影響を受けない。

第39条
清算人の選任
1. 本組合が解散した場合、無限責任組合員の脱退による解散の場合を除き、無限責任組合員が清算人となる。無限責任組合員の脱退による解散の場合、過半数の有限責任組合員の合意をもって清算人を選任する。
2. 清算人は、その役務の提供に対し、適正な報酬を得ることができる。
3. 清算人の選任があった場合、有限責任組合法第23条の規定に従い、清算人の氏名又は名称及び住所を登記するものとする。

第40条
清算人の権限
清算人は下記の事項に関し、職務を執行し、本組合を代表する裁判上及び裁判外の一切の権限を有する。
(i)
　　現務の結了
(ii)
債務の取立て及び債務の弁済
(iii)
組合員への残余財産の分配
(iv)
その他上記の職務を行うため必要な一切の行為

第41条
清算手続
1. 清算人は就任後遅滞なく組合財産の現況を調査し、財産目録及び貸借対照表を作成し、財産処分の具体案を定め、これらの書類を組合員に送付するものとする。当該組合財産の現況調査及び評価額の算定に関し、清算人は、弁護士、公認会計士、税理士、鑑定人その他の専門家を本組合の費用により選任することができる。

清算人は、本組合の解散後速やかに、組合財産から一切の組合債務及び清算手続に要する費用等を残余財産から支出されるべき債務を控除した残余財産を、各組合員の持分金額の割合に応じて分配するものとする。但し、債務の存在又はその額についき争いがある場合、清算人は、その弁済に必要と認める財産を留保し、残余財産を分配することができる。その他清算に関する事項は全て、清算人がその裁量により適切と考える方法で行うものとする。
2. 清算人は、本組合の清算を決了したときは、有限責任組合法第24条の規定に従い、清算決了の登記をするものとする。
3. 第12条、第13条、第16条第1項及び第3項本文、第18条、第20条、第28条、第29条、第32条、第43条、第44条及び第45条の各規定は清算人に準用する。

第42条
清算方法
1.
本組合の解散の場合に、残余財産中に、投資有価証券が残存する場合、清算人は、その裁量により、
①
当該投資証券を現物により分配する
②
当該投資証券を売却し、その売却手取金を分配する又は

のいずれかを選択できるものとする。
2.
前項規定の①による分配において、分配を受ける各組合員において単位未満株式又は端数が生じる場合、清算人は、その裁量により必要な調整を行うことができる。
3.
第1項による分配につき、第30条第3項の規定を準用する。

第12章　雑      則
第43条
許認可等
1. 本組合による投資会社の投資証券の取得に関し、日本国及び外国の適用法令に基づき、組合員の何れかのために許可、承認、届出その他の手続が必要とされる場合、無限責任組合員は、当該組合員のために当該組合員の費用でかかる行為をなす権限を有するものとする。
2. 無限責任組合員は、前項の手続が完了するまで投資証券を取得してはならないものとする。
3. 組合員は、本組合の事業に関して組合員に対し適用される日本国及び外国の適用法令に基づく諸規制を遵守するものとし、無限責任組合員は、組合員のために必要な手続を、当該組合員の費用で合理的に可能な範囲内で履行する権限を有するものとする。

第44条
通知及び銀行口座
1. 契約に基づく全ての通知又は請求は、郵便料金前払の郵便（海外の場合は航空便）、ファクシミリ、電子メールもしくは手渡しにより、本契約添付別紙1記載の各組合員の住所、組合員が予め無限責任組合員に適式に通知したメールアドレスもしくは組合員が随時その変更を無限責任組合員に適式に通知した住所に送付されるものとする。本項に規定する郵便による通知又は請求は発送の日から３日後に、また、ファクシミリまたは電子メールによる通知又は請求は発送の時に到達したものとみなされる。
2. 本組合と組合員との間の本契約に基づく金員の授受は、組合員が予め無限責任組合員に適式に通知した銀行口座又はその後組合員が変更しその旨を無限責任組合員に適式に通知した銀行口座を通じて行うものとする。

第45条
本契約の修正
本契約は、無限責任組合員が、その裁量により、３分の２以上の有限責任組合員の同意を得て適宜修正することができる。

第46条
契約の有効性、個別性
1. 本契約の何れかの規定が無効であっても、本契約の他の規定はそれに何ら影響を受けることなく有効であるものとする。
2. 本契約が何れかの組合員との関係で無効であり又は取消された場合でも、本契約は他の組合員との関係では完全に有効であるものとする。

第47条
準拠法及び合意管轄
1. 本契約は、日本国法に準拠し、日本国法に従い解釈されるものとする。
2. 本契約に基づき又は本契約に関して生ずる全ての紛争は、東京地方裁判所の専属的管轄に属するものとする。

　本契約成立の証として、２００１年２月１５日付で本契約書原本１通を作成し、各組合員がこれに署名若しくは記名捺印したうえ、無限責任組合員はこれを、有限責任組合員の各自はその副本をそれぞれ保有する。
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別紙1
組合員名簿
氏名又は名称
住　所
無限責任組合員と有限責任組合員との別
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別紙2
投資資産時価評価準則

　無限責任組合員は、投資事業有限責任組合の財産及び損益の状況を算定するために、投資先企業への投資資産について適正な評価額を付さなければならない。その評価額は、「市場性」ないしは「客観的な事象」に基づく価額とすべきである。但し、市場性のない有価証券を評価減とする場合、組合員が評価時点で受取れると合理的に期待できる金額（回収可能価額）と客観的な事象に基づく金額とを比較していずれか低い価額を付さなければならない。

市場性のある有価証券
市場性のない有価証券

評価増
決算日の最終の価格等
直近ファイナンス価格

評価減
決算日の最終の価格等
直近ファイナンス価格又は回収可能価額のいずれか低い価額

1.
決算日の最終の価格等とは以下の価格とする。
①
証券取引所に上場されている有価証券は、主要な一証券取引所における最終の価格（決算日に公表される最終の価格がない場合、同日前直近において公表された最終の価格）とする。
②
店頭売買有価証券は、証券業協会が公表する最終の売買価格（売買価格がない場合、売り気配の最安値又は買い気配の最高値とする。）とする。
③
上記以外の有価証券で市場性のあるものは、公表されている価格、売買価格又は気配等とする。
④
市場性のある有価証券で、権利落ちのあった株式で事業年度終了の日において当該株式に係わる新株の発行がなされていないものについては、最終の価格に当該株式の権利の価格に相当する金額を加算した金額とする。
2.
直近ファイナンス価格は、新株の種類、株式数、発行価額、引受人を勘案し、適正な価格で実施したものと認められる場合に限られるものとする。
3.
評価額には、委託手数料等の取引に付随して発生する費用は含めないものとする。
4.
外貨建有価証券は決済日の直物為替相場を用いて換算する。但し、為替予約が付されている場合には、当該予約相場を用いて換算するものとする。
5.
有価証券の流動性等を勘案し、最終の価格等から割り引き評価することが望ましい。
6.
株主割当増資、株式分割等が実施された場合には、一株当たりの評価額を見直すものとする。なお、潜在株式がある場合にはその行使価格を考慮して一株当たりの評価額を算定しなければならない。
7.
転換社債、新株引受権付社債、新株引受権証券等は直近に行われたファイナンス価格に基づき算定した価額とする。
8.
市場性のない有価証券を発行する投資先企業において、業績が見込みより悪化している場合には、評価減を検討する必要がある。また、投資直後においても、業績が見込みより著しく悪化している場合には、評価減を検討する必要がある。
9.
回収可能価額を下記の区分に応じた簡便的な方法により見積ることも認められる。
ランク
状況
評価額

A
投資の短期的な状況について懸念がある場合
取得価額の75％

B
投資の長期的な状況について懸念がある場合
取得価額の50％

C
業績回復のため梃入れしなければ投資原価が回収できないと懸念される場合
取得価額の25％

D
投資原価が回収される見込みがなくなった場合
備忘価額

10.
状況を具体的に例示すれば、下記の通りである。なお、その他資産価値に影響を与えると思われる事象についても考慮する。
①
投資の短期的な状況について懸念がある場合としては、
· 業績が見込みより悪化
· 事業計画が達成されていない
· 業績が改善する見込みが不明
· 資金繰りが悪化
②
投資の長期的な状況について懸念がある場合とは、
· 事業計画の実現が困難で、大幅な見通しが必要と判断される
· 投資時点より純資産が半分以下となっている
· 業績が回復する見込みが乏しい
· 資金繰りが不透明
③
業績回復のため梃入れしなければ投資原価が回収できないと懸念される場合とは、
· 債務超過の状態が3年以上継続
· 業績が回復する見込みがない
· 事業計画の実現は不可能である
· 資金繰りがいきづまる見込みがある
④
投資原価が回収される見込みがなくなった場合とは、
· 和議･会社更正法申請
· 銀行取引停止
· 営業停止
· 経営者と音信不通

· 破産
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